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令和５年度当初予算 生活環境部主要施策の概要 

（令和４年度第１次３月補正予算含む） 

 

◎予算編成のポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎重点主要施策の概要 

○ 温室効果ガスの排出割合が高い家庭部門や運輸部門における取り組みの強化に

より、カーボンニュートラルに向けたあらゆる主体による実践につなげるとともに、

県庁も率先して温室効果ガス削減に取り組む。 

 

〇 ３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）の推進による循環型社会の形成を図

るとともに、豊かな水資源や良好な環境の将来世代への継承に向け、大気環境や水

環境など、生活環境の保全に積極的に取り組む。 

 

〇 トキと人との共生に向けた取り組みの推進や生物多様性の保全など、持続可能な

自然環境の構築に取り組むとともに、県民理解と利用促進を通した自然公園の保護

と利用の好循環の形成や、種の保存と適切な野生鳥獣の保護管理に取り組む。 

 

〇 県民総ぐるみによる交通安全活動や犯罪被害者等支援の推進を図るほか、消費生

活相談体制の整備や消費者教育の充実など、消費者の相談支援の推進に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・  カーボンニュートラル宣言の実施やトキの放鳥候補地決定を踏まえ、改定した「環

境総合計画」に基づき、持続可能な循環型社会や、自然と人とが共生できる社会の

構築を推進する。 

・  県民総ぐるみによる交通安全活動や、消費者の相談支援に取り組み、安心して快

適に暮らせる地域づくりを推進する。 

 

 



◎ 主 要 事 業

　金　　額（千円）

１　持続可能な循環型社会づくり

(1) カーボンニュートラルに向けたあらゆる主体による実践

① 家庭部門

・ 「いしかわ省エネ家電購入応援キャンペーン」の 480,000 電気料金値上げを見据え、家計負担の軽減のため、省エネ

実施（３月１次補正） 家電購入者に省エネ性能に応じたキャッシュレスポイント

を交付

･ 「いしかわエコハウス」の機能強化 97,400

(うち3月1次補正

95,900)

さんを活用した情報発信など

･ ＺＥＨ等の普及促進 89,900 ＺＥＨ等の新築、開口部の省エネリフォームへの支援など

･ 県民一丸となった取り組みに向けた気運の醸成 12,500 環境フェア・「いしかわゼロカーボンの日」イベント（一

斉ライトダウンの呼びかけなど）の開催、地元スポーツイ

ベントを活用した啓発

･ 脱炭素型ライフスタイルの推進 9,875 いしかわ版環境ＩＳＯの取得促進、ＥＣＯアプリによる省

エネ効果の見える化、クールシェア・ウォームシェアなど

② 運輸部門

・ 電気自動車等の普及促進 81,000

する支援

③ 業務・産業部門

･ 事業者の脱炭素化へのサポート 13,600 脱炭素総合サポート窓口の設置（いしかわエコハウス）、

ニーズに応じたセミナーの開催

･ いしかわエコデザイン賞の進化 5,600

④ 県庁の率先垂範

債務を含め

・ 県庁における温室効果ガス排出削減の加速化 5,367,000 太陽光発電設備の設置

(うち3月1次補正 （工事着手：２施設、実施設計：５施設）

1,452,000) 照明のＬＥＤ化

（工事着手：６施設、実施設計：２１施設）

公用車への環境配慮車の導入促進（４０台更新）
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　金　　額（千円）事　　　　業　　　　名 説　　　　　　　明

(2) ３Ｒの推進による循環型社会の形成

・ プラスチック資源循環の推進 3,800

モデル事業への支援など

・ 食品ロス削減対策の推進 3,500 規格外品を販売する「もったいない市」の開催、食品ロス

削減に取り組む飲食店等の登録制度を通じた普及啓発など

・ 廃棄物減量化の推進 6,484 アドバイザー派遣による企業の廃棄物減量化の推進など

・ リサイクル産業の育成とリサイクル製品の利用促進 521 石川県エコ・リサイクル製品の認定

・ 海岸漂着物等対策の推進 169,709 海岸漂着物、漂着木造船等の処理

・ 産業廃棄物適正処理対策の推進 16,149 産業廃棄物監視機動班による立入検査など

・ 産業廃棄物処理施設の適正運用の確保 7,696 産業廃棄物処理施設への立入検査･指導･放流水調査など

・ ＰＣＢ廃棄物処理対策の促進 4,496 ＰＣＢ廃棄物等の早期処理の指導

(3) 豊かな水資源や良好な環境の将来世代への継承

・ 県民参加による海岸清掃活動の促進 3,000

コンテスト」の開催など

・ 地盤沈下等の対策推進 13,511 地盤沈下の監視、地下水使用合理化の指導など

・ 水質環境基準等の監視調査 45,659 工場・事業場の排水水質監視・指導、河川・湖沼・海域

及び地下水の水質監視など

・ 閉鎖性水域の水質改善に向けた調査研究等 3,000 水質浄化材の実証実験や水辺植生の保全管理など

・ 大気汚染の常時監視の実施 82,004 環境測定局：１６局　自動車排出ガス測定局：１局

・ 酸性雨調査の実施 498 土壌・植生モニタリング調査、酸性雨実態調査

・ ダイオキシン類の監視の実施 15,664 一般環境調査

大気、公共用水域の水質・底質、地下水、土壌

発生源周辺地区環境調査

一般廃棄物、産業廃棄物焼却施設周辺環境調査

・ 化学物質環境実態調査の実施 2,258 化学物質の環境中残留濃度実態調査

・ アスベスト対策の推進 877 建築物解体工事等に係る立入検査の実施

・ 環境影響評価の審査 1,130 環境影響評価法及びふるさと環境条例に基づく

環境影響評価方法書、準備書の審査
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　金　　額（千円）事　　　　業　　　　名 説　　　　　　　明

２ 自然と人とが共生できる社会づくり

(1) 持続可能な自然環境の構築

・ トキと人との共生に向けた取り組みの推進 87,600 生息環境の整備促進 67,600 千円

（ロードマップに基づく「実行元年」） 餌となる生き物の生息環境調査の実施、

「トキ放鳥推進モデル地区」（９地区）への支援、

社会環境の整備促進 4,000 千円

住民の理解促進に向けたシンポジウムの開催など

トキとの共生を活かした地域活性化の推進

6,000 千円

佐渡にない課題の解決に向けた取り組みの推進

10,000 千円

研究

・ 生物多様性戦略ビジョンの改定 10,000 生物多様性国家戦略の改定等に伴う、「今後１０年の羅針

盤」となる本県の生物多様性の保全に関する計画の改定

・ 生物多様性の確保の推進 1,550 生物多様性の普及啓発や情報発信

・ いしかわ自然学校の推進 6,000 行政、民間団体、事業者が連携し、各種自然体験

プログラムを提供する事業への助成

(2) 県民理解と利用促進を通した自然公園の保護と利用の

好循環の形成

・ 白山の魅力向上・発信の強化 103,000 市ノ瀬ビジターセンター駐車場の整備、登山道の誘導標識

(うち3月1次補正 等の整備、別当出合登山センターの備蓄用品の整備、

24,000) 白山登山への入門編としての低山ガイドツアーの提供、

戦略検討会の開催など

・ 国定公園等の環境整備 29,390 国定公園内の施設整備

(うち3月1次補正 能登千里浜休暇村野営場の整備など

5,000)

(3) 種の保存と適切な野生鳥獣の保護管理

・ トキ分散飼育の推進 44,853 いしかわ動物園での飼育繁殖の実施

・ ライチョウ飼育の推進 13,705 いしかわ動物園での飼育繁殖の実施

・ 狩猟者の確保・定着の促進 13,718

間との交流の場「いしかわハンタークラブ」の発足など

生活環境部
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　金　　額（千円）事　　　　業　　　　名 説　　　　　　　明

・ ツキノワグマ人身被害防止対策の推進 5,746 ブナの豊凶予測調査（年３回）、

捕獲技術向上研修の実施など

・ イノシシ、ニホンジカ被害防止対策の推進 25,174 イノシシ、ニホンジカの生息状況調査の実施、

ニホンジカの生息数抑制に向けた捕獲の実施など

３ 安心して快適に暮らせる地域づくり

(1) 県民総ぐるみによる交通安全活動の推進

・ 「石川県飲酒運転の根絶に関する条例」の制定

・ 飲酒運転の根絶に向けた取り組みの強化 3,000 飲食店等を対象とする「飲酒運転根絶宣言登録制度」の

創設、「飲酒運転根絶の日」（１２月１１日）の制定など

・ 自転車の安全で適正な利用の推進 3,000

・ 交通安全対策の推進 7,902 高齢者に対する安全運転サポート車等の啓発イベントの

開催、電動車いす安全講習の実施など

(2) 犯罪のないまちづくりの推進

・ 犯罪被害者等支援の推進 1,500 県民フォーラムの開催、市町・関係機関に対する研修など

・ 防犯まちづくり意識の向上 925 高齢者向け防犯教室の開催など

(3) 消費者の相談支援

・ 消費生活相談体制の整備、消費者教育の実施 50,865 市町の消費生活相談員の資質向上研修の実施、

県消費生活支援センターにおける相談・苦情処理、

インターネット等による高齢者や若者への啓発など

・ 取引適正化のための監視・指導 7,811 専任調査員の配置（２名）

不適正な取引行為や表示等の監視・指導
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